
板橋区立母子生活支援施設事業充実費交付要綱 

                   

               

令和４年７月 15日区長決定 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、区長が児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第２３条の規定に基づき、母子生活支援施設における保護の

実施を行った母子が在籍する板橋区立母子生活支援施設（以下「施設」とい

う。）において、法第４５条の規定に基づいて定められた東京都板橋区児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例(令和４年板橋区条例第１０

号)で定める最低基準を超えて、設備及び運営を向上させる事業(以下「事業」

という。)を実施した施設に対して、板橋区立母子生活支援施設事業充実費(以

下「事業充実費」という。)を交付することにより、その母子の処遇向上及び当

該施設の運営充実を図り、もって児童福祉の増進を図ることを目的とする。 

 (事業者) 

第２条 事業充実費の交付を受けることができる者(以下「事業者」という。)は

事業を行う施設の設置者(区から委託を受けた運営事業者を含む。)とする。た

だし、次に掲げる者を除く。 

⑴ 暴力団(東京都板橋区暴力団排除条例(平成２４年１０月３０日板橋区条例

第２８号。以下「暴排条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。) 

⑵ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成

員に暴力団員等(暴力団並びに暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び

同条第３号に規定する暴力団関係者をいう。)に該当する者があるもの 

（対象経費） 

第３条 事業充実費の交付対象となる経費は次の経費とする。 

⑴ 交付対象施設の運営費(人件費を含む事務費及び事業費) 

⑵ 交付対象施設のための施設整備費 

（交付額の算定方法） 

第４条 事業充実費の交付額は次項及び第３項の規定により算定された額とし、

当該算定された額を事業者の請求に基づき交付する。 

２ 区が交付する事業充実費は、事業実施年度における各月について次の各号に

より算定した額の合計額とする。 

⑴ 別表において定める事務費単価に各月初日の定員(次項に該当する現員の数

及び区と他自治体において施設の相互利用に関する協定(以下「自治体間協

 



定」という。)を締結している場合は、その協定世帯の数を、当該定員の数か

ら除くものとする。)を乗じて得た額。ただし、暫定定員を設定している施設

については、「定員」を「暫定定員」に読み替える（事業者との別の定めがあ

る等特別の事情を有する施設を除く。）。 

⑵ 別表において定める事業費単価に各月初日の現員(次項に該当する現員の

数及び自治体間協定を締結している場合は、その協定世帯の現員の数を、当

該現員の数から除くものとする。)を乗じて得た額 

３ 法第２３条第３項に規定する所管区域外からの入所(自治体間協定に基づく

入所を除く。)において、区の施設を利用して保護を実施する自治体(以下「措

置元自治体」という。)の事業充実費の交付額は、次の各号により算定した額

の合計額とする。 

 ⑴ 別表において定める事務費単価に各月初日の措置元自治体の現員を乗じて 

得た額 

⑵ 別表において定める事業費単価に各月初日の措置元自治体の現員を乗じて 

得た額 

（事業充実費の交付） 

第５条 この要綱で定める事業充実費の交付は、月を単位として行う。ただし、

交付方法について事業者との別の定めがある等特別の事情を有する場合を除

く。 

（事業充実費の請求） 

第６条 事業充実費の交付を受けようとする事業者は、区長又は措置元自治体の

長（以下「区長等」という。)に、毎月１０日までに、当該事業充実費の交付

を請求しなければならない。ただし、請求方法について事業者との別の定めが

ある等特別の事情を有する場合を除く。 

（事業充実費の使用制限） 

第７条 事業者は、この要綱で定める目的以外に事業充実費を使用してはならな

い。 

（報告の義務） 

第８条 事業者は、次のいずれかに該当するときは速やかに、区長等に報告しな

ければならない。 

 ⑴ 事業の内容を変更しようとするとき。 

 ⑵ 事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（状況報告） 

第９条 区長等は、事業充実費を交付した事業者に対し、必要があるときは、事

業充実費の執行の状況について報告を求めることができる。 

（実績報告） 



第 10 条 事業充実費の交付を受けた事業者は、事業充実費の交付に係る会計年度

が終了したときは、当該会計年度終了の日から速やかに、区長等に対し実績を

報告しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第 11 条 区長等は、事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、事業充実費

の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

 ⑴ 事業充実費の交付の決定を受けた者が第２条ただし書に該当するに至った

とき。 

 ⑵ 第７条の規定に違反して事業充実費を使用したとき。 

 ⑶ 偽りその他不正な手段により事業充実費の交付の決定を受けたとき。 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、事業充実費の交付の決定の内容又はこれに付

した条件、その他法令の規定に違反したとき。 

（事業充実費の返還） 

第 12 条  区長等は、前条の規定による取消しをした場合において、当該取消し

に係る部分について既に事業充実費が交付されているときは、事業者に期限を

定めて当該事業充実費の返還を命じなければならない。 

（委任） 

第 13条 この要綱の実施に関し、必要な事項は、福祉部長が定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和４年７月 15 日から施行し、令和４年７月１日から適用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第４条関係） 

（月額：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 定 単 価 事務費 事業費 
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